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1-1 奈良県の位置   

奈良 

ジャカルタ 

5,500km 
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関西 

東京 

【日本】 

京都 

大阪 

奈良 関西国際空港 

【関西】 

大阪国際空港 

◆関西の中心に位置している 

◆大阪国際空港からは、約１時間の距離 

◆関西国際空港からは、約１時間１０分の距離 

奈良県の位置 

1-2 奈良県の位置   
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 ３９市町村 
 人口 約１３８万人（全国２９位） 
 面積 約３，６９０㎢（全国４０位） 
 地形 四方を山に囲まれた内陸県 
 気候 北部：内陸性、南部：山岳性 
 世界遺産 ３件（全国１位） 
 国宝 ２１３件（全国３位） 
 重要文化財 １，４４２件（全国３位） 
 

 

データで見る奈良県 

1-3 奈良県の概要   
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1-4 日本国家は奈良から始まった   
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約６００年間は、日本の中心が奈良にあった 

1-5 日本国家は奈良から始まった   
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７１０年 平城京が誕生 

1-6 日本最初の国際的な首都「平城京」   
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飛鳥・藤原の宮都と 
その関連資産群 

Ａｓｕｋａ－Ｆｕｊｉｗａｒａ 
Ａｒｃｈａｅｏｌｏｇｉｃａｌ Ｓｉｔｅｓ ｏ
ｆ Ｊａｐａｎ‘ｓ Ａｎｃｉｅｎｔ Ｃａ
ｐｉｔａｌｓ ａｎｄ Ｒｅｌａｔｅｄ Ｐｒ

ｏｐｅｒｔｉｅｓ 

法隆寺地域の仏教建造物 
Buddhist buildings in the 

Horyu-ji area 

古都奈良の文化財 
Historic Monuments of 

Ancient Nara  

紀伊山地の霊場と参詣道 
Sacred Sites and 

Pilgrimage Routes in the 
Kii Mountain Range 

② 

④ 

③ 

① 

1-7 奈良県の世界文化遺産   
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◆東アジア地方政府会合の特色 

◆会員 

○奈良県の呼びかけにより始まった、東アジアで初の地方政府が集うマルチな国際会議。 

  

○東アジアの地方政府が抱える行政課題を報告し合い、その解決策を議論。継続開催を 

 通じ、各地方政府の行政能力向上、相互理解・友好交流の深化を目指す。 

中華人民共和国（１４） 

江蘇省 甘粛省 潍坊市 

安徽省 西安市 臨沂市 

山東省 洛陽市 東営市 

河南省 揚州市 敦煌市 

陝西省 黄山市 

大韓民国（８） 

京畿道 扶余郡 

忠清南道 全羅南道 

公州市 慶尚北道 

瑞山市 慶州市 

China 

South Korea 

Japan 

Philippines 

Vietnam 

Malaysia 

Indonesia 

日本国（３２） 

青森県 徳島県 

山形県 香川県 

福島県 高知県 

新潟県 熊本県 

富山県 奈良県 

石川県 多賀城市 

福井県 新潟市 

山梨県 太宰府市 

長野県 奈良市 

岐阜県 天理市 

静岡県 橿原市 

京都府 御所市 

三重県 斑鳩町 

和歌山県 明日香村 

鳥取県 広陵町 

島根県 下市町 

インドネシア共和国（２） 

西ジャワ州 ジョグジャカルタ特別州 

マレーシア（１） 

マラッカ州 

フィリピン共和国（３） 

オーロラ州 バレル市 

ディナルンガン町 

ベトナム社会主義共和国（６） 

フートー省 ベッチ市 

トゥアティエン・フエ省 フエ市 

クアンナム省 ホイアン市 

７ヶ国６６地方政府 

1-8 東アジア地方政府会合   
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名 称 参加地方政府 討議テーマ 

2009年 提唱者会合 3ヶ国19会員 今後の日中韓の交流促進 

2010年 第１回会合 6ヶ国34会員 文化遺産の保存・観光振興、次世代交流 

2011年 第２回会合 6ヶ国45会員 危機管理、地域振興 

2012年 第３回会合 6ヶ国47会員 少子高齢化時代の社会保障、税収確保、地域振興、人材育成 

2014年 第４回会合 6ヶ国41会員 少子高齢化時代の社会保障、社会保障、地域経済の振興と雇用 

2014年 第５回会合 7ヶ国41会員 地域経済の振興、まちづくり、観光振興 

第5回東アジア地方政府会合（2014年10月27日～28日） 

1-9 東アジア地方政府会合   
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２．日本の地方財政制度の概要
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2-1 地方財政の役割   

公共資本 教育 福祉 その他

○高速自動車道 ○大学 ○社会保険 ○防衛

○国道（指定区間） ○外交

○通貨

○国道（その他） ○高等学校 ○保健所 ○警察

○都道府県道 ○小・中学校教員 ○職業訓練

　 の給与・人事

○都市計画等 ○小・中学校 ○介護保険 ○住民基本台帳

○市町村道 ○幼稚園 ○国民健康保険 ○消防

○上水道

地
方

都
道
府
県

市
町
村

分野

国

国と地方との行政事務の分担（例示）
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出典：総務省地方財政関係資料 

2-2 地方財政の役割   
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○ 我が国の財政は、最終支出ベースにおける国と地方の比率と、国民が 
   負担する租税収入の配分における国と地方の比率が逆転しており、両 
     者の間に大きな乖離が存在。 

国民の租税 （租税総額＝８５．９兆円） 

国 税（５１．２兆円）  地方税(３４．７兆円)  

国の歳出（純計ベース） 

６９．１兆円 
４１．７％ 

地方の歳出（純計ベース） 

９６．６兆円 
５８．３％ 

４２ ：５８ 国庫支出金 
地方交付税等 

４０．４％  

国 ： 地方 

６０ ： ４０ 
５９．６％  

（平成２５年度決算） 

国民へのサービス還元 
国と地方の歳出総額（純計）＝１６５．８兆円 

2-3 国と地方間の財源配分   
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 地方交付税制度は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整するとと
もに、全国どこに住んでいる国民にも、一定の標準的な行政サービス
を提供できるよう、地方公共団体の財源を保障する制度。 

 本来、地方自治の観点から、地方公共団体の歳出は、その団体の税
収で賄うべき。 

 しかしながら、税源は、地域によってばらつきがあり、多くの地方公共
団体が、税収だけでは必要な財源を確保できない。 

そこで、本来地方の税収とすべき財源を国が地方に代わって徴収し、地方
公共団体に再配分。 

2-4 地方交付税制度の概要   
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３．奈良県の歳入歳出の特徴 
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その他 43(0.9)  

県 税 1,104(23.0) 

地方譲与税
212(4.4)  

地方特例交付金
5(0.1)

地方交付税 1,472(30.7)  

使用料及び手数料 72(1.5)  

国庫支出金
596(12.5)  

繰入金 126(2.6)  

諸収入 116(2.4)  県 債 657(13.7)  

歳 入

4,793億円

単位：億円
（構成比 ％）

地方消費税清算金
390(8.2) 

歳入の状況（２０１５年度当初＋２０１４年度２月補正（当初提案分）） 

3-1 奈良県予算の全体像   
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出典 平成２３年度地方財政状況調査（総務省） 

○本県は歳入の約４割を地方交付税に依存 
○交付税依存率は全国第８位 

3-2 都道府県別 歳入の内訳   
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単位：億円
（構成比 ％）
［一般財源］

教育費 1,139(23.8)

公債費 807(16.8)

健康福祉費
757(15.8)

［668］
県土マネジメント費

516(10.8)

警察費
283(5.9)

農林水産業費 194(4.1)

地域振興費 208(4.3)

医療政策費 190(4.0)

［85］

雇用政策費 17(0.3)

くらし創造費 43(0.9)

産業振興費 53(1.1)

その他 13(0.2)

歳 出

4,793億円諸支出金
363(7.6)

総務費 186(3.9)

災害復旧費 24(0.5)

（２０１５年度当初＋２０１４年度２月補正（当初提案分）） 
3-3 歳出（目的別）の状況  
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単位：億円
（構成比 ％）
［一般財源］

人件費
1,510(31.5)

［1,291］

扶助費 152(3.2)

［65］

公債費

806(16.8)

［796］

投資的経費
694(14.5) 

［82］

補助費等
1,292(27.0)

［1,156］

積立金 35(0.7)

［12］

繰出金 65(1.3）

［64］

物件費その他 239(5.0)

［141］

歳 出
4,793億円
［3,607億円］

義務的経費 

道路・河川などの社会資本 
や施設の整備など 

（２０１５年度当初＋２０１４年度２月補正（当初提案分）） 
3-4 歳出（性質別）の状況 
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項　　　　目 国 都道府県 市町村 そ　の　他　財　源 備　　　　考　

生活保護 75% -
地方負担は25％で、市、福祉事務所設置町村及び都
道府県（福祉事務所非設置町村分）が負担

国民健康保険関係経費 41% 9% -
保険料等50％
（保険基盤安定制度等による都道府
県、市町村の負担あり）

児童手当（子ども手当）負担金 66.6% 16.7% 16.7% -
被用者の子（3歳未満）については、国35.6％、都道
府県・市町村8.9％、事業主46.6％

障害者自立支援給付 45% 22.5% 22.5% 本人負担10％
その他財源の本人負担については所得に応じて軽減
措置有り

後期高齢者医療制度関係経費 32% 8% 8%
支援金・保険料等52％
（保険基盤安定制度等による都道府
県、市町村の負担あり）

介護給付費負担金 25% 12.5% 12.5% 保険料50％ 施設等給付の場合は、国20％、都道府県17.5％

25%

主な社会保障制度の負担割合 

3-5 社会保障経費の状況 
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出典：財務省 財政制度分科会（平成27年4月27日開催）資料 
24 



9,404 9,767 10,154 10,794 11,312 11,840 12,688 13,380 14,134 14,317

8,314 8,618
10,567

11,199
11,965

12,628
13,186

14,069
15,186 15,130

1,137
2,090

2,302
2,737

3,193
3,534

4,007
4,350

4,772 4,939

2,332
2,640

2,650
2,630

2,906
2,903

3,323
3,324

3,293 3,332

8,584

9,283

8,863
9,157

9,952
10,256

11,844
11,754

12,797 13,243

4,330

4,207

4,279

4,653

4,991
5,240

5,342
5,426

5,732 5,747

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

（百万円）
主な社会保障関係経費の推移

生活保護費

国民健康保険関係経費

児童手当（子ども手当）負担金

障害者自立支援給付

後期高齢者医療制度関係経費

介護給付費負担金
44,319

50,390

55,914

34,101
36,605

38,815

※ Ｈ25までは決算額、Ｈ26・27は当初予算額

生活保護費の性質は扶助費、その他の性質は補助費等

41,170

46,401

52,303

56,708
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「マネジメント」の全面的な展開 

○計画期間   
  2014年4月～2017年3月 （3カ年） 
    

 ① 歳入の確保 
    
 ② 歳出の見直し    
    

 
 
 
 
   
   
   

「公表」「対話」を文化とした行政経営 

業務の改善、ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ 

内部統制 

ファシリティマネジメント 

アセットマネジメント 

○基本方針 
  「地域の自立を図り、くらしやすい奈良を創る」政策の実現のため、 
  あらゆる経営資源を活用するとともに、マネジメントの考え方を全面 
  的に展開 

 ① 人材の確保と育成     
     
 ② 組織の整備     
     

人材・組織マネジメント 

    (１) 保有総量最適化 
    (２) 県有資産の有効活用 
    (３) 長寿命化の推進 

基
本
方
針 

 ① 市町村との連携・協働 
     
 
 
 
 
    

 ② 地域における多様な主体との連携・協働 
    

    (１) 市町村間の連携による効率化（水平補完） 
    (２) 小規模市町村への支援（垂直補完） 
    (３) 県から市町村への権限移譲 

方
向
性 

エリアマネジメント 

財政マネジメント 

3-6 奈良県行政経営マネジメントプログラムの概要 
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４．歳入管理の取組 
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 ２０１５年度の県予算のうち県税収入（１，１０４億円）の内訳は、個人県民税、自動車税、法人事業税
が大きな割合を占める。 

単位：百万円 

4-1 奈良県の税収構造の特徴 
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88

90

92

94

96

98

100

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

％

年度

徴収率の推移

個人県民税を除く県税 

県税全体 

個人県民税 

4-2 県税の徴収状況 
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24時間営業 
店舗数多い 

4-3 収納方法の多様化 コンビニ収納 
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77.3 

78.5 
79.5 

80.5 
81.2 

82.2 

83.4 
84.2 

85.2 

86.4 

2,005 2,006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

○2014年度の納期内納付率は86.4％と前年より1.2ポイント上昇 

○納付手段の割合は、コンビニ納付が拡大傾向 

86.9

70.7

68.4

66.4

64.1

40.3

39.6

38.1

36.4

34.7

13.1

13.4

14.3

13.1

13.1

12.9

12.5

12.1

11.7

11.2

15.9

17.3

20.5

22.8

24.9

25.7

28.4

30.8

33.1

21.0

20.8

20.0

19.4

19.1

0.9

1.4

1.5

1.7

1.9

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

2012

2013

2014

銀行等窓口

口座振替

コンビニ

ＭＰＮ

クレジット

利用割合 

納期内納付率 

コンビニ収納開始 

クレジット・ＭＰＮ収納開始 

4-4 コンビニ収納の普及状況 
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ＭＰＮ収納イメージ（法人３税電子納税なし）

税務システム

③ 納税通知書・納付書の取得 ① 納税通知書・納付書作成

MPN通信サーバ

②’納付情報登録 ② 納付情報登録処理

④ ＭＰＮを利用した納付
⑥ 消込処理 ⑦ 消込処理

④－１
ネットワークを利用した納付
・インターネットバンキング
・モバイルバンキング
・ATM（ＭＰＮ対応機器に限る）

④－２

⑤ 支払処理

一括伝送方式採用金融機
関（ゆうちょ銀行等）での窓
口納付

奈良県

共同利用センター

消込情報

MPN

納税者

金融機関

納付情報

消込情報

納税通知書・
納付書

4-5 マルチペイメントネットワーク収納 

自宅からイン
ターネット経由

で納税 
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①納税通知書等

クレジット決済に必要な情報の通知

支払番号（12桁）・確認番号（4桁）

⑧納税証明書等の送付

⑤ 確報データに基づく

収納消込処理

②収納依頼データの送信

支払番号・確認番号・金額

※ ③必要事項の入力・送信 ⑦収納済の通知

支払番号・確認番号・クレジットカード番号等 ④収納結果データの送信

速報：③の翌日

確報：締日の翌日

⑥収納金の払込

締日 → 納付日

毎月15日 翌月第1営業日

毎月末日 翌月15日の翌営業日

※

指定金融機関
（株）南都銀行

納税義務者

納税者とヤフー（株）（自社発行以外のカードの場合はカード会社）とで別途資金決済を行う。
ただし、資金決済の可否は県への収納へは影響しない。

指定代理納付者

代理納付

4-6 クレジット収納 
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4-7 滞納整理の取組 

○本県の税収構成は、個人県民税の占める割合が最も高く、税収確保  
  の観点から個人県民税徴収対策は喫緊の課題。 
 
○個人県民税は市町村民税と納税者や税額計算のもとになる所得金 
  額などが共通するため、個人県民税の課税と徴収の事務は、一括し 
    て市町村が実施。 
  
○県・市町村トータルで徴収率を向上させる取組が必要。 
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4-8 滞納整理の取組内容 

35 

取組内容

１　奈良モデルの推進による徴収強化

　　　職員派遣型協働徴収、ネットワーク型協働徴収

２　県職員の随時派遣

３　地方税法４８条による直接徴収

４　県と市町村による不動産合同公売

５　個人住民税の特別徴収の推進

６　人材育成



○弁護士等の専門家による研修及び個別相談の実施 
 

○民間の債権回収業者等への事務の委託 
 

○納付しやすい環境の整備 

4-9 税外未収金対策 

○財政環境が厳しい中、収入確保と負担の公平性の観点から、税外未収金 
  対策は重要な課題。  
  
○新たな未収金の発生を防止し、既に発生している未収金の縮減に向けた 
  取組。   

○未収金対策の強化 
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地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達することによって
負担する債務で、その履行が一会計年度を超えて行われるもの 

① 財政支出と財政収入の年度間調整 
② 住民負担の世代間の公平のための調整 
③ 一般財源の補完 
④ 国の経済政策との調整 

○地方債の機能 

○資金別分類 

公的資金（財政融資資金、地方公共団体金融機構資金） 
民間資金（市場公募資金、銀行等引受資金） 

4-10 地方債の概要 

○地方債とは 

37 



2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

36,610 18,948 12,051 12,230 8,255 12,360

45,953 65,570 57,147 57,133 64,393 53,610

35,953 45,570 27,147 27,133 34,393 23,610

個別債 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

共同発行債 0 10,000 20,000 20,000 20,000 20,000

82,563 84,518 69,198 69,363 72,648 65,970

（単位：百万円）

民
間
資
金
内
訳

銀行等からの借入

市
場
公
募

公 的 資 金

民 間 資 金

合計

○地方債計画において、公的資金の重点化、縮減化が図られ、民間資金 
  の割合が増加 

○資金調達の多様化、安定的な資金調達の観点から市場公募債を導入 
資金別発行額の推移 

○資金調達コストの面から、市場公募債の発行額の見直しを検討 

4-11 借入先の多様化 
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今後の取組 



借入年限の多様化 

○本県では、10年債を中心に借入 
○金利負担を抑制するため、5年債を導入 
○将来の金利変動リスクを考慮し、20年債の導入を検討 

0

1

2

3

4

5

6
（％） 日本国債の金利推移 

20年国債 

10年国債 

5年国債 

財務省HP資料より作成 

4-12 将来負担の抑制 
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５．歳出管理の取組 

40 



41 

5-1 主要プロジェクトの推進 

○奈良県では、地域の自立を図り、くらしやすい奈良を創るため、「経済 
  の活性化」や「くらしの向上」に向け、取組を推進。 
 
○これらの目標を達成するために、各般のプロジェクトを推進しており、 
  そのうち主要なものについて、総事業費及び年度ごとの事業費（見込 
  み）を把握。 
 
 
 
 
 
 
 
 トレーニングセンター 県有地活用プロジェクト 
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5-1 主要プロジェクトの推進 

○主要なプロジェクトを推進するために 
 
  ①プロジェクトの財源検討 
   ・主要プロジェクトの財源を確保するため、既存事業の見直し実施 
      ・国庫支出金や民間資金を活用 
   ・交付税措置のある県債を活用 
 
  ②基金の積立 
    執行段階の経費の節減などにより、基金へ積立  
 



将来の公債費償還への対応 

将来の公債費の償還に備え、決算剰余金等を基金へ積立 

378  
353  

305  
285  

302  307  
333  

350  

392  

434  444  

0

100

200

300

400

500

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 

億円 

県債管理基金の残高推移 
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5-2 県債管理基金への積立 



(１団体)
0.0％～▲15.0％未満 (２団体)
▲15.0～％▲30.0％未満 (８団体)
▲30.0％～▲45.0％未満 (11団体）
▲45.0％～▲60.0％未満 (11団体)
▲60.0％超 (６団体)

+1.0％超

奈良市
▲23.5

山添村
▲55.0

天理市
▲25.6

大和郡山市
▲32.3

生駒市
▲4.4

川西町
▲41.6

上牧町
▲39.7

安堵町
▲35.9

三宅町
▲38.5

河合町
▲40.7

王寺町
▲30.2

香芝市
11.1

葛城市

▲8.9

橿原市
▲15.9

田原本町
▲29.9

広陵町
▲16.0

大和高田市
▲34.8

宇陀市
▲49.9

曽爾村

▲56.4

御杖村
▲57.8

桜井市
▲24.7

吉野町
▲64.6

東吉野村
▲70.6

下市町
▲56.6

川上村
▲72.2五條市

▲48.7

天川村
▲63.0

上北山村
▲59.1

野迫川村
▲64.5

下北山村
▲52.5

十津川村
▲51.3

黒滝村
▲61.2

御所市
▲45.8

大淀町
▲36.5

明日香村

▲47.3
高取町
▲34.3

平群町

▲33.8
斑鳩町

▲22.0三郷町

▲29.7

１．奈良県内の市町村の現状 

市町村数 
（1999.4） 減 市町村数 

（2014.4） 

全国 ３，２２９ ▲１，５１１ 
（▲４６．８%） １，７１８ 

奈良県 ４７ ▲８ 
（▲１７．０%） ３９ 

奈良県には、小規模な市町村が多く存在 
 

・奈良県では市町村合併が進まなかった 

2010年→2040年 
市町村別 総人口増減率 

（日本創成会議） 
市町村合併の状況 

    東  部 
 
 

 
 
 
 
 

南  部 

北西部 

中 部 

人口減少社会の到来 
 

・南部、東部地域は、過疎化・高齢化が進展 
・北西部、中部地域は、今後、高齢化と人口減少が
進む 
・2040年には１団体を除き全ての市町村で人口が減
少 

5-3 奈良モデルの取組 

44 



活発に動き回るＭＦ 

市町村 市町村 市町村 市町村 

県 

国 

サッカーにたとえると、「ミッドフィルダー（ＭＦ）」。 

２．人口減少社会における県の役割  
～「奈良モデル」の考え方～ 

小規模な市町村が、質の高い行政サービスを提供し続けて
いくためには、奈良県では、市町村合併以外の手法による
行政の効率化が必要 

県と市町村が有する資源（人材・財源・公共施設な
ど）を県域全体で有効活用するという発想のもと、県
と市町村、市町村同士の連携・協働を積極的に推進  

人口減少をくいとめ、地域の活力の維持向上を目指す、地
方独自の取組が必要 

県の最も重要な役割は市町村を助けること 
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３．様々なパターンで奈良モデルの取組が進展 

① 県と市町村が協働して事業を実施 
 
                                 
 
 
 
 

県 
市町村 

市町村 

市町村 

○ 県南部地域の広域医療提供体制 
○ 県と市町村との協定締結によるまち 
   づくり など  

奈良県・市町村長サミット 

２００９年度から、「奈良県・市町村長サミット」
を年に数回開催し、知事と全市町村長がワークショッ
プを行い、課題を共有。 

奈良モデルの取組事例 
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③ 市町村の事務を県が委託を受けて代行 
 
                                                           
 
 
 
 
 

県 市町村 

委託 

市町村 

市町村 
事務を代行 

○ 市町村の道路・橋梁の維持補修を 
   県が受託実施 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

県有資産 

県 

市町村有資産 

市町村 

県域での効率的活用 

連携 市町村 

市町村 
市町村 

○ 県・市町村の水道資産を県域全体で活用 
   
 

④ 県と市町村、それぞれが有する施設などの資産を総合的に有効活用 
                            （ファシリティマネジメント）   
 

② 市町村間で連携・協働して実施される取組に対し、県が財政的・技術的支援 
 
 
 
                                                             
 
 
 
 
 

市 

町 村 
県 

（市町村間連携・協働） 

○ 消防広域化 
○ ごみ処理の広域化 など 
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３つの公立病院を１つの広域医療拠点に 

これまで県南部地域の公立３病院が同じような機能の病院として運営 

• １２市町村とともに、県が構成員として参加する一部事務組合が 
   ３病院の建設、改修、運営を行う。 
• 市町村の起債償還額の一部を、県が負担 
• 県立医大が、医師派遣を行う 

事例① 南部地域の広域医療提供体制 

救 急 医 療  
 
 

新設(2016.7) 

療 養 期  
五條病院 

改修（2017.6） 

療 養 期  
吉野病院 

改修（2016.7） 

南奈良総合医療センター 

２０１６年７月オープン予定 

▼南和広域医療組合 南奈良総合医療センター 

南和広域医療組合 

発想の契機 

連携内容 

連携の方法 
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役割分担 



事例② 消防の広域化 

• 高齢化に伴う救急搬送件数の増加 
• 巨大地震や洪水等大規模災害発生の懸念                                           
• 老朽化した消防施設・設備の維持更新が困難 
• 消防救急技術の高度化・多様化 

■奈良県広域消防組合の概要 

奈良県広域消防組合 
１消防本部（37市町村） 

１１消防本部 

■ 広域化実現のために県が果たした役割 
 
•広域化推進計画、広域消防運営計画の策定、消防広域化協議会の運営に
おいて県が強いリーダーシップを発揮 
 

•奈良県広域消防組合への職員の派遣、消防救急無線のデジタル化、高機
能指令センターの整備に対する財政的支援 

  本部          橿原市 
消防署数           １８消防署 
職員数           １，２８０名 
保有車両台数       １６６台  
構成市町村     ３７市町村 
管轄人口       約９０万人 
管内面積           ３，３６１㎢ 

新しい「奈良県広域消防組合」本部 

３７市町村が参加する広域消防組合の発足 

発想の契機 

連携内容 
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事例③ 県域水道ファシリティマネジメント  

小規模水道施設が点在（過疎地域） 簡易水道エリア 

市町村自己水のみで水道事業を運営 五條・吉野エリア 

自己水源が不足する市町村に県営水
道が広域的に用水供給 県営水道エリア 

  需要縮小時代を迎え、各水道事業体が所有する水源の最適化や、今後増大する施設更新に工夫が必要 

  県営水道の資産（施設、水源、人材、技術力）を県域全体で活用し、県域水道総資産を最適化 

 県営水道エリア   県営水道の水源と施設の活用 
                 
 五條・吉野エリア  市町村水道間の連携に県が支援 
                 
 簡易水道エリア   県営水道の人材・技術力の活用                 

県営水道
浄水場

浄水場

送水管

高低差を利用

して直結配水 配水池 ポンプ施設

各家庭

減圧施設

市町村水道施設

直結配水による県水転換イメージ図

連携内容 

発想の契機 

連携の方法 
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６．資産の有効活用 
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基金運用収入の拡大に向けた取組 

○債券運用実績 

○日本国内の金利は低下傾向 
 2014年度 本県の金融機関への平均預託利率（1年物） 0.35％ 
 
 

6-1 基金の債券運用 

52 

運用時期 運用額 運用利率

2014年3月 2億円 0.650%

2014年5月 2億円 0.664%

2014年10月 2億円 0.544%

2014年12月 2億円 0.461%

2015年3月 2億円 0.484%

2015年5月 2億円 0.549%

2015年5月 2億円 0.549%
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県有資産についてファシリティマネジメントの手法を取り入れ、長期的・全庁的な視点に立って県有資産の更なる有効活用を 
図っていくことが必要。 

ファシリティマネジメントの必要性 

県有建築物のストック（全施設） （棟数） 

（建築 
 年度） 

ファシリティマネジメント推進基本方針策定（２０１３年１月） 

県有資産の現状と課題 

約790の施設（建物とその敷地、2013年7月

時点）のうち、竣工後30年を経過した建物

が全体の約5割に達しており、県有資産を

現状のまま保有し続けることは困難。 

（１）老朽化した建物の膨大化 （３）施設の安全性の低下 

今後、施設全体の整備需

要が急増することによって

きめ細かな整備が困難と

なり、安全性の低下を懸

念。 

（２）ニーズの変化 

利用者のニーズの変化によ

り低利用施設が増加 
省エネルギー対策による環

境への配慮等の社会的な

ニーズ。 

6-2 ファシリティマネジメントの取組状況 

竣工後30年以上経過
したストックが全体の
約５割に達している 
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ファシリティマネジメント推進の実施方策 

○施設の選択と投資の集中を推進するため、資産評価を実施。 
○３つの柱（ＦＭ３本柱）を念頭に、質と量の見直しを推進。 

資産評価（見える化） 

目指すべき３つの効果 

<ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの軽減・
平準化> 
<事後保全から予防保
全への転換> 
  

Ｆ 
Ｍ 
３ 
本 
柱 

機能向上・保全一元化 

①保有総量最適化 ②県有資産の有効活用 ③長寿命化の推進 

（３）まちづくり・環境への寄与 

集約・転用等 譲渡・売却等 

<資産総量の縮小・
適正化> 
  

【 １次評価】 
相対的評価 
（数値評価） 

【 ２次評価】 
定性評価 

【 ３次評価】 
設置経緯、個別計画、維持コスト
等を総合的に評価 

資産の選択と投資の集中 

現在の資産ストック 

利用しない 利用する 

質
と
量
の
見
直
し （２）財政健全化への寄与 

（１）利用者満足度の向上 

<資産の利用価値の最
大化> 
  

6-2 ファシリティマネジメントの取組状況 
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『定期借地権設定契約＋学舎買取契約』により建替費を捻出。 
【事業手法】  
① 敷地の一部に一般定期借地権（50年）を設定 
② 民間事業者が、養徳学舎と民間収益施設（定期借地権設定敷地上）を建設 
③ 県が、養徳学舎を買取り（権利金（定期借地権料の一部）と相殺） 
④ 県（奨学会）が、養徳学舎を運営 
⑤ 民間事業者が、民間収益施設を運営 
⑥ 権利金を除く定期借地権料（地代）を、50年分割で、県に支払い 
以上を実施する事業者を、公募型プロポーザル方式で募集・選定 

民間収益施設 

養徳学舎 

養徳学舎と民間収益施設（2010年4月より運用） 

奈良県養徳学舎 （所在地：東京都文京区） 

【取組事例１】 民間活用（奈良県養徳学舎整備事業） 
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2011年11月売却 

代官山ｉスタジオ （所在地：東京都渋谷区） 

 県の情報発信施設である代官山ｉスタジオについて、民
間施設にオープンした「奈良まほろば館」に機能を移転 
 跡地を一般競争入札により売却。 

旧弦巻公舎 （所在地：東京都世田谷区） 

 東京に勤務する県職員用の公舎を見直しにより廃止 
 跡地を一般競争入札により売却。 

都内の好立地により、高額で売却（２件で約４７億円） 
売却益は基金として積立、病院整備等の財源に活用 

【取組事例２】県有地売却（代官山ｉスタジオ、旧弦巻公舎） 
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ＪＡならけん まほろばキッチン 
（2013年4月より開業） 

旧耳成高校跡地について （所在地：橿原市常盤町） 
 

 運動場部分・・・民間活用による大型集客施設（ＪＡならけん まほろばキッチン）を誘致 
            定期借地権の設定により土地貸付 
 校舎部分 ・・・ 中部地域再配置計画で活用 
 効   果 ・・・ 周辺のまちづくり及び地域の活性化に貢献 
           土地の貸付による県の収入確保 
 

           
 

【取組事例３】 未利用地への民間施設誘致 
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橿原総合庁舎 
（2015年1月より運用開始）  

 拠点施設 ・・・ 旧耳成高校（耐震性あり）を橿原総合庁舎に改修 

 集約される施設 ・・・ 総合庁舎（耐震性なし2施設） 
               小規模庁舎（農林振興事務所、土木事務所、県税事務所） 
               ※跡地は地元市町村と協議した上でまちづくり等に活用 

 効   果 ・・・ 耐震改修費用及び大規模改修費用の縮減 

           集約跡地の売却による収入 

 費   用 ・・・ 改修工事  約１６億円  

            
 

県有施設の統合・集約化 

【取組事例４】 県有施設の再配置（中部地域） 
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 ７．新たな財源確保に向けた  
   取組 
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ネーミングライツとは、公共施設などに企業名や商品のブランド
名などを冠した愛称を付ける権利であり、この権利を売却するこ
とで、施設運営等に係る資金を得ようとするもの。 

奈良県では、公の施設の一部を対象に施設の愛称を命名する権
利を売却し、その対価を活用して持続可能な施設の運営と施設
サービスの維持・向上を図り、施設の魅力を高めている。 

7-1 公の施設等広告導入（ネーミングライツ） 
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  ・命名権料を活用し、施設を利用される方が、より安全、快適に施設を利用できるよう野球場を改修       

ネーミングライツの導入事例 

命名権料の活用 

   ・新たな財源確保策として、スポーツ施設へのネーミングライツを導入 
      
     県立橿原公苑野球場の愛称を「佐藤薬品スタジアム」に命名 
 
   ・命名権料 ３ヵ年：15,000千円（2010年～2012年） 
 

  ・ 命名権料 ３ヵ年：24,000千円（2013年～2015年）   

7-1 公の施設等広告導入（ネーミングライツ） 
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事業進捗メール・報告レター 

クラウドファンディング 
事業者 

（プラットフォーム） 
 

  ＷＥＢサイトに県が実施   
 する募集事業を掲載 

  

個 人 

寄付証明書・特典の付与 

奈 良 県 

共 感 

クラウドファンディング事業者のサイトを見て共感を持った個人からの寄付により、事業を実施 

納付 

寄付 

個 人 

個 人 

個 人 
寄付 

寄付 

寄付 

事業進捗メールや報告レター等で、寄付者とのつながりを構築 

7-2 寄付型クラウドファンディング 
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ご清聴ありがとうございました 
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